様式第１３
経営革新計画に係る承認申請書

　　年　　月　　日

大阪府知事　様

住　　　　　所
（本社所在地）

名　称　及　び
代表者の職・氏名
　中小企業等経営強化法第１４条第１項の規定に基づき、別紙の計画について承認を受けたいので申請　します。

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
同　意　書

　　　　年　　月　　日

大阪府知事　様

住　　　　　所

（本社所在地）

名　称　及　び
代表者の職・氏名
当社は、中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画に係る承認申請を行うにあたり、大阪府が当社の申請内容及び計画推進に必要な許認可等について、関係中小企業支援機関、金融機関、官公庁等に照会されることに同意します。

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
日本政策金融公庫国民生活事業への情報提供に関する同意書
当社は、経営革新計画承認申請に際して大阪府に提出した書類一式について、平成１８年１２月に大阪府と国民生活金融公庫（現：日本政策金融公庫国民生活事業）が締結した業務連携に基づき、大阪府が日本政策金融公庫国民生活事業に対して提供されることに同意します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

大阪府知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　　　　所

（本社所在地）

名　称　及　び
代表者の職・氏名

（備考）
用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（別表１）
経営革新計画

	申請者名・資本金・業種
	実　施　体　制

	申請者名：
資 本 金：
業　　種：　　　　　　　　　小分類
法人番号：
	

	新事業活動の類型
	経営革新の目標

	計画の対象となる類型全てに丸印を付ける。

１．新商品の開発又は生産

２．新役務の開発又は提供

３．商品の新たな生産又は販売の
方式の導入

４．役務の新たな提供の方式の導入
５．技術に関する研究開発及びその
成果の利用
６．その他の新たな事業活動
	経営革新計画のテーマ：　　　　　　　　　　　　　　　



	計画期間又は事業期間：　　　年　　月　～　　　年　　月

	研究開発期間：　　年　　月　～　　　年　　月
	事業期間：　　年　　月　～　　　年　　月

	経営革新の実施に係る内容

	１．当社の現状と経営課題
【現状】：
【課題】：
２．経営革新の具体的内容（既存事業との相違点、経営戦略における位置付け等）


	経営の向上の程度を

示す指標
	現　　状（千円）
	計画終了時の目標伸び率（％）
（事業期間終了時点）

	１
	付加価値額
	
	（　　　年　　月  ～　　年　　月（事業期間　　　年））

	２
	一人当たりの

付加価値額
	
	

	３
	給与支給総額
	
	


（別表２）

実施計画と実績（実績欄は申請段階では記載する必要はない。）

	番号
	計画
	実績

	
	実　施　項　目
	評価基準
	評価

頻度
	実施

時期
	実施

状況
	効果
	対策

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（別表３）
経営計画及び資金計画

参加特定事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	
	２年前

(　年　月期)
	１年前

(　年　月期)
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)
	２年後

(　年　月期)
	３年後

(　年　月期)
	４年後

(　年　月期)
	５年後

(　年　月期)
	６年後

(　年　月期)
	７年後

(　年　月期)
	８年後

(　年　月期)

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益

（①－②）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び

一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
（③－④）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑦給与支給総額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	普通償却額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別償却額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額

（⑤＋⑧＋⑪）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑭一人当たりの
付加価値額(⑫÷⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑮資金調達額（⑨＋⑩）
	政　府　系
金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	民　　　間
金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	


（各種指標の算出方法）

「給与支給総額」：給料＋賃金＋賞与＋各種手当
「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費

「一人当たりの付加価値額」：付加価値額÷従業員数

「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費

　※記載については、円単位での計算を行い、記載は千円未満切捨て
（算出時における留意点）

人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を算入しましたか。　（はい・いいえ）

減価償却費にリース費用を算入しましたか。　　　　　　　　　　　　　　　（はい・いいえ）

従業員数について就業時間による調整を行いましたか。　　　　　　　　　　（はい・いいえ）

（別表４）
参加特定事業者名　　　　　　　　　　　
設備投資計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　　円）

	
	機械装置名称　　
	導 入 年 度
	単　　　価
	数　量
	合　計　金　額

	１
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	


運転資金計画（経営革新計画に係るもの）　（単位　　円）
	年　　度
	金　　額

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（別表５）

組合等が研究開発等事業に係る試験研究費に充てるためその構成員に対して賦課しようとする負担金の賦課の基準

（単位　千円）

	試験研究の名称
	年度
	賦課基準
	負担金の合計

及びその積算根拠
	構成員別の賦課金額

及びその積算根拠

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（別表６）
関係機関への連絡希望について
　
　計画が承認された場合に、当該承認を受けた計画の内容について下記関係機関に送付することを希望する場合には、当該箇所に○を記載してください。（但し事前に相談を行っている支援機関に限ります。）
なお、この関係機関への連絡希望については、それぞれの支援を保証するものではありません。

　
	承認書類の送付を希望する機関名
	送付の希望

の有無

	大阪中小企業投資育成株式会社

〒530-6128　大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル28階
	有　・　無

	大阪信用保証協会
〒530-8214　大阪市北区梅田3-3-20 明治安田生命大阪梅田ビル4階
	有　・　無

	株式会社日本政策金融公庫
	

	
	（　　　　　　　）支店　中小企業事業

〒　　-　　　　住所
	有　・　無

	
	（　　　　　　　）支店　国民生活事業

〒　　-　　　　住所
	有　・　無

	（　　　　　　　）商工会・商工会議所
〒　　-　　　　住所
	有　・　無

	その他の機関（機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　　-　　　　住所
	有　・　無

	その他の機関（機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　　-　　　　住所
	有　・　無

	その他の機関（機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

〒　　-　　　　住所
	有　・　無


（別表７）　　　　　　　　　経営革新計画等の公表に関するお願い
　「経営革新計画」が承認された場合、記載内容をホームページや事例集等により公表してよろしいでしょうか。以下の該当する項目に○印及びホームページアドレス等を記入してください。
	 ①企業名　　　　　　　　　　（可　・　否）
 ②代表者名    　　　　　　  （可　・　否）
 ③資本金      　　　　　　  （可　・　否）
 ④従業員数      　　　　　　（可　・　否）
 ⑤所在地        　　　　　　（可　・　否）　

可の場合 公表住所（　　　　　　　　　　　　　　　　）　
 ⑥電話番号　　　　　　　　　（可　・　否）　可の場合　　　　　（　　　）　　　　
 ⑦経営革新計画の概要  　　　（可　・　否）

※企業名及びテーマについては、公表についてご協力ください。

下記の内容が大阪府のホームページに掲載されます。

経営革新計画のテーマ及び内容をご記入ください。（内容は１５０～２００字程度）

経営革新計画の

テーマ
⑧貴社のホームページへのリンク　　（可　・　否）

貴社のホームページアドレス　https://www.　　　　　　　　　　　　　　　　
（可の場合、大阪府ホームページの承認企業一覧からリンクします）

（参考）大阪府経営革新計画ホームページ　https://www.pref.osaka.lg.jp/keieishien/keiei/　


今後の連絡方法及び連絡先
　（フォローアップ調査などの諸連絡や、メールマガジンなどお得な情報をお届けします。）
　　　　ＦＡＸ　　　番 号：　　　　（　　　）　　　　　　　    
e-MAIL 　　ｱﾄﾞﾚｽ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※経営革新計画承認申請にあたり活用を予定している支援策（該当する欄に○を記入してください。）

	信用保証特例
	政府系
低利融資制度
	高度化
融資制度
	食品流通構造
改善促進機構による債務保証
	スタンドバイ・
クレジット
制度
	クロスボーダー・ローン制度
	起業支援ﾌｧﾝﾄﾞ・
中小企業投資育成㈱からの投資
	販路開拓
	ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（別紙１）
年　月　直近期末見込み　決算表

（単位　円）

	経費科目
	　　年　　月

～　　年　　月実績
	　　年　　月

～　　年　　月予測
	　　年　　月

～　　年　　月合計予測

	売上高
	
	
	

	売上原価
	
	
	

	売上総利益
	
	
	

	販売費及び一般管理費
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	給与支給総額
	
	
	

	人件費
	
	
	

	減価償却費
	
	
	

	付加価値額
	－
	－
	

	従業員数
	－
	－
	

	一人当たりの付加価値額
	－
	－
	


　※申請時期が決算期の前後（概ね決算日の前後２ヶ月程度）で、別表３の直近期末に予測数値を使用する場合は、上記直近期末試算表を作成の上、添付してください。

※算出方法には以下のような方法があり、ケースにより適宜算出してください。

（詳しくは受付窓口にご相談ください。）

　　１　実績合計残高試算表に基づき１２ヶ月換算する。

　　２　季節変動がある場合は、試算表の今期累計額に今期残期間と同期の前期実績を加算する。

　　３　決算見込額による。（未収・未払等の確定見込みや対前年比等に基づく決算見込み）

（別紙２）
補足資料

　別紙２については、「事業計画書」や「企画書」等の資料を作成されている場合は、改めて補足資料の作成は不要です。ただし、以下のような項目が網羅されていること。
１．新規性について
（１）貴社の新たな取組みに関する競合（類似）商品・サービス・技術・生産方式・販売方式の状況について

· 競合する商品等の、名称、機能、価格など特徴を記入してください。
	


（２）新商品、新サービス、新技術、新生産方式、新販売方式の特徴について

①他社や既存商品等と異なる優位性

· 品質・機能面で他社商品等と異なる点を、箇条書きで記入してください。

	


· 価格・コスト面で他社商品等と異なる点を、箇条書きで記入してください。

	


· その他（生産リードタイムなど）特徴的なことを記入してください。

	


　　②知的財産権等の状況について、書類をコピー添付してください。
　　③技術的な裏付けを示すデータ及びその他試験結果について、コピー添付してください。
　＊申請計画に「技術に関する研究開発及びその成果の利用」を伴う場合は、研究開発の内容や図面、科学的データ及び成果の利用方法等審査で必要と考えられる資料をヒアリング時に提出願う場合もありますので、ご了解ください。
２．実現可能性について
（１）新たな取組みの販売及び販売促進活動について

①ターゲットとなる市場とその規模
（地域的なものもあれば記入してください。規模はターゲットとなる事業者の数等概算で結構です。）

	


②販売ルート
（既存ルート活用あるいは新規ルート開拓か。新規ルート開拓の場合は開拓方法も記入してください。）
	


③ユーザーの獲得方法、ＰＲ活動の実施計画等

	


（２）新事業の実施体制について

　　①大学、他社との連携がありましたら、その名称と役割等を記入してください。

	


②社内の組織体制（新たな取組みをどのような社内体制で行うのか記入してください）。

	


③人材の獲得及び育成（今後の雇用計画や人材教育計画について記入してください）。

	


（３）新事業を遂行するに当たって関係する法律

	


（別紙３）

（１）　既存事業及び新事業売上と営業利益計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	
	１年後

（　年　月期）
	２年後

（　年　月期）
	３年後

（　年　月期）
	４年後

（　年　月期）
	５年後

（　年　月期）
	６年後

（　年　月期）
	７年後

（　年　月期）
	８年後

（　年　月期）

	売上高
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	新事業
	
	
	
	
	
	
	
	


※既存事業、新事業ともに算定にあたっての考え方をヒアリング時にお聞きします。
（２）　資金調達等相談概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	
	区分
	事前相談
	１年目調達額
	２年目調達額
	相談概要

	政府系金融機関
	日本政策金融公庫

（　　　　支店）

【中小企業事業】
	済・未
	
	
	

	
	日本政策金融公庫

（　　　　支店）

【国民生活事業】
	済・未
	
	
	

	民間　　金融機関
	銀行　　　支店

(大阪信用保証協会利用あり) 
	済・未
	
	
	

	
	銀行　　　支店

(大阪信用保証協会利用あり)  　
	済・未
	
	
	

	
	銀行　　　支店

(大阪信用保証協会利用なし)
	済・未
	
	
	

	
	銀行　　　支店

(大阪信用保証協会利用なし)
	済・未
	
	
	

	自己資金
	自己資金
	
	
	
	

	その他
	その他（リース等）
	済・未
	
	
	

	
	合　　計
	
	
	
	


※別表３の⑮資金調達額について、その調達先、事前相談の状況、調達額を記入してください。
（別紙４）

経営革新計画申請にあたっての確認書

下記確認項目の①～⑧が「いいえ」のときは、原則として経営革新計画は承認されません。

また、下記確認項目の⑨～⑩が「いいえ」のときは、金融機関からの経営革新に係る融資は原則としてご利用いただけません。（日本政策金融公庫【中小企業事業・国民生活事業】、保証協会等共通）
	
	確認項目
	チェック

	①
	「新たな取組み」を経営革新の内容としている
	はい・いいえ

	②
	計画の実行によって、「相当程度の経営の向上」が見込まれる
	はい・いいえ

	③
	新たな事業活動の「実施方法が適切」である
	はい・いいえ

	④
	経営革新計画の事業内容が射幸心をそそるおそれがない
	はい・いいえ

	⑤
	公の秩序若しくは善良の風俗を害することとなるおそれがない業種である
	はい・いいえ

	⑥
	経営革新計画が関係法令に違反しないこと又はそのおそれがない
	はい・いいえ

	⑦
	現に営んでいる事業が関係法令に違反しておらず又は違反するおそれがない
	はい・いいえ

	⑧
	国税若しくは地方税又は社会保険料を滞納していない
	はい・いいえ

	⑨
	既存借入について返済猶予等の条件変更をしていない又は延滞や約定返済の不履行がない
	はい・いいえ

	⑩
	破産、民事再生手続き、会社整理等の法的整理を申し立てていない
	はい・いいえ


※申請内容等については、提出いただいた「同意書」にもとづいて関係機関等に照会する
ことがあります。
また、必要に応じて納税証明書等を提出いただきます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称及び　　　　　　

上記記載内容を理解し、確認しました。　　代表者の職・氏名　　　　　　　　　　　　　　

（別紙５）

中小企業等経営強化法に関するアンケート調査

　　

この調査は、中小企業等経営強化法に基づく承認申請をいただいた皆様に、本法及び支援策についてどのような経路で情報を得られたか、支援機関がどの程度関与したかをお尋ねし、今後の広報手法並びに支援機関における支援内容の充実・向上をはかる事を目的としています。主旨をご理解の上、アンケートへのご協力をお願いします。

　＜各設問について、該当するものに○印等を付けてください。＞

１　中小企業等経営強化法について、どのような形でお知りになりましたか。
　　　①ホームページ　　　　　　　　②広報誌（紙）・パンフ等　　　 ③商工会・商工会議所　　　　　　　　

④政府系金融機関　　　　　　　⑤民間金融機関　　　　　　　　
⑥税理士・中小企業診断士・経営コンサルタント会社等の支援機関
⑦過去に経営革新計画の申請承認を受けている
⑧その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２　１で①と回答された方は、以下のいずれのホームページをご覧になりましたか。
　　　①大阪府　　　②中小企業庁　　　③商工会・商工会議所（名称：　　　　　　　）

④その他のホームページ（名称：　　　　　　　　　　　　　）
３　１で②と回答された方は、以下のいずれの広報誌等をご覧になりましたか。
　　　①大阪府　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②商工会・商工会議所（名称：　　　　　　　）　　　③金融機関（名称：　　　　　　　　　　　　　）

　　　④その他（名称：　　　　　　　　　　　　　）
４　１で③商工会・商工会議所と回答された方は、次の(1)、(2)について、お答えください。
　　(１)　どの商工会・商工会議所から情報等を得ましたか。

　　　（　　　　　　　）商工会・商工会議所　（対応（担当）経営指導員名：　　　　　　　　　　　　）

(２)　申請書作成等についての関与の度合については、どのようなものでしたか。

①紹介を受けただけ　　②申請書の作成について指導を受けた　　③企画書作成について指導を受けた

５　１で④又は⑤と回答された方は、どちらの金融機関等で情報を得ましたか。
　　　①日本政策金融公庫（　　　支店）【中小企業事業】②日本政策金融公庫（　　　支店）【国民生活事業】　

③商工組合中央金庫（　　　　　　支店）　　④大阪信用保証協会（　　　　　　支店）

　　　⑤民間金融機関（名称：　　　　　銀行・信金・信組・信託銀行　　　　　　支店　）

６　１で⑥税理士・中小企業診断士・経営コンサルタント会社等の支援機関と回答された方は、
次の(1)、(2)について、お答えください。
　　(１)　どの支援機関から情報を得ましたか。
　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　 （２） 申請書作成等についての関与の度合については、どのようなものでしたか。

①紹介を受けただけ　　②申請書の作成について指導を受けた　　③企画書作成について指導を受けた
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